
 資料 6-1  

福岡県地域エネルギー政策研究会の今後の活動について（案） 

１ これまでの活動と今後の課題について 

○ 本研究会は、東日本大震災を契機として、安価で安定的なエネルギー・電力需給
の確保、地域産業の活性化と雇用の促進などを目的に、地方に期待される役割を幅
広く議論・研究するため、平成２５年２月に設置させていただいた。 

○ 本研究会から、２年間の議論を経て、平成２７年３月に事業者、県民、自治体、
大学・研究機関などの各主体が取り組むべき方策等について、提言がなされた。 

その後、この提言及び国の動向等を踏まえた地方の役割や取組みについて、研究

を行ってきたところである。 

○ 一方、エネルギーを取り巻く情勢は刻々と変化しており、昨年１０月には、国は

「２０５０年カーボンニュートラルの実現」を目指し、省エネルギーの徹底や再生

可能エネルギーの最大限導入などを進め、安定的なエネルギー供給を確立すること
等を宣言した。 

  また、次期エネルギー基本計画においては、エネルギー分野を中心とした２０５０
年カーボンニュートラルに向けた道筋及び、その取り組むべき政策を示すこととさ
れている。 

○ こうした中、各主体が取組みを推進するためには、これまでのエネルギー関連施
策に加え、他分野との横断的な取組みが、一層重要とされている。 

○ このような状況を踏まえ、各主体が研究会の提言を指針とした新たな取組みを行

うために助言・意見等が引き続き行われるよう、来年度以降も本研究会を継続開催
することとしたい。 

２ 研究会の継続開催について 

（１）来年度以降の講演内容や検討テーマ 

ⅰ）エネルギー情勢の変化に伴う政策等の動向（※） 

  ※次期エネルギー基本計画の策定、ＦＩＴ制度の抜本見直し、２０５０年カーボンニ

ュートラルの実現、グリーン成長戦略の推進 等 

ⅱ）県内においてエネルギーの先進的な取組みを行う市町村や事業者等の事例 

ⅲ）これまでの提言・意見に沿った取組み事例 

（２）委員構成  現在の委員構成を基本とし、必要に応じ追加等を検討 

（３）開催回数  年２回程度 

３ 本案件に係る今後の予定について 

３月上旬  委員継続就任への意向伺い 

４月１日  研究会委員への就任 


